
                                                                  (別紙様式Ａ)
事業の名称：平成24年度 住宅市場技術基盤強化推進事業
木造住宅・木造建築物の性能及び生産性向上等のための調査検討・普及事業のうち住宅省エネ化推進体制強化（都道府県等毎の体制強化）
以下のうち、今回提案する事業の対象区域である道府県に○を付けること。
	番号
	都道
府県名
	対象区域
	番号
	都道
府県名
	対象区域
	番号
	都道
府県名
	対象区域
	番号
	都道
府県名
	対象区域

	1
	北海道
	
	13
	東京都
	
	25
	滋賀県
	
	37
	香川県
	

	2
	青森県
	
	14
	神奈川県
	
	26
	京都府
	
	38
	愛媛県
	

	3
	岩手県
	
	15
	山梨県
	
	27
	大阪府
	
	39
	高知県
	

	4
	宮城県
	
	16
	新潟県
	
	28
	兵庫県
	
	40
	福岡県
	

	5
	秋田県
	
	17
	富山県
	
	29
	奈良県
	
	41
	佐賀県
	

	6
	山形県
	
	18
	石川県
	
	30
	和歌山県
	
	42
	長崎県
	

	7
	福島県
	
	19
	福井県
	
	31
	鳥取県
	
	43
	熊本県
	

	8
	茨城県
	
	20
	長野県
	
	32
	島根県
	
	44
	大分県
	

	9
	栃木県
	
	21
	岐阜県
	
	33
	岡山県
	
	45
	宮崎県
	

	10
	群馬県
	
	22
	静岡県
	
	34
	広島県
	
	46
	鹿児島県
	

	11
	埼玉県
	
	23
	愛知県
	
	35
	山口県
	
	47
	沖縄県
	

	12
	千葉県
	
	24
	三重県
	
	36
	徳島県
	
	
	
	


                    標記について、提案書を提出します。
                                                      平成　　年　　月　　日
国土交通省住宅局長　殿
                                    提出者）住所
                                            名称
                                            代表者　役職名　氏名　印
                                    作成者）担当部署
                                            氏名
                                            電話番号
ＦＡＸ
                                            Ｅ－mail

（別紙様式Ｂ）
補助対象とする事業者の要件への適合及び補助事業の実施体制
	(1)　補助事業を適確に遂行するに足る実施方法等の企画能力を有すること

	

	(2)　補助事業を適確に遂行する技術能力を有し、かつ、補助事業の遂行に必要な体制、専門知識を有する人員等（代表者、事業実施責任者等）を有していること。

	

	(3)　補助事業の適切な遂行に必要な組織・人員、経理その他の事務について適確な管理体制及び処理能力（会計帳簿、監査体制等）を有していること。

	

	(4)　補助事業の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること（事業者は中立性を有しており、本事業による取組内容が特定の者の利益につながるものとなっていないこと）。

	


注１：公募要領の３に記載されている補助対象とする事業者の要件のうち、(1)から(4)について、要件を満たす理由を具体的に記載すること。
注２：添付資料がある場合にはその旨記載すること。
注３：スペースが足りない場合は適宜ページを追加すること。

(4)　配置予定の事業責任者
	氏　名
	生年月日

	所　属
役　職

	主な業務実績


	主な保有資格



(5)　補助事業の実施体制
	


注１:事業を実施するにあたっての事業主体内での体制、役割分担、他の主体との協力体制など、事業の実施体制を図等を用いて具体的に記述すること。
注２：スペースが足りない場合は適宜ページを追加すること。
(6)　提案する事業の内容に関連するこれまでの取組の状況
	業務名

	実施期間

	業務の概要


	特徴（今回提案する補助事業を実施するために参考となる点）



	業務名

	実施期間

	業務の概要


	特徴（今回提案する補助事業を実施するために参考となる点）



注１：今回提案する事業の内容に関連して、これまでに取り組んで来た事業（人材の育成、木造住宅等の普及推進に関する取組や補助事業等の実績）があれば、その概要について（国庫補助の有無も含め）記載すること。
注２：添付資料がある場合はその旨記載すること。
注３：スペースが足りない場合は適宜ページを追加すること。
 (別紙様式Ｃ)

事業の概要及び提案事項
	１．住宅省エネ化推進体制強化に取り組むに当たっての背景及び解決すべき課題

	（記載欄）


	※　住宅省エネ化推進体制強化に加え、地域における木造住宅生産体制強化に関する取組の提案を行う場合は、以下にその背景及び解決すべき課題を記載すること。

	


	２．１に掲げる課題の解決に向けて本事業で取り組む具体の内容

	（記載欄）


	※　住宅省エネ化推進体制強化に加え、地域における木造住宅生産体制強化に関する取組の提案を行う場合は、以下にその具体的な取組内容を記載すること。

	


	３．本事業の実施スケジュール
 　（※スケジュールが詳細である場合は、概略を本様式に記載し、詳細な内容が分かる資料を別途添付すること）

	実施時期
	実施内容

	
	


	４． 本事業の達成目標（住宅省エネ技術施工技術者講習への参加者動員計画等）
 　　(※具体的な動員人数とそのスケジュール及び動員方法について記載すること)

	

	５．本事業の実施によって期待される効果（本事業による取組の成果について、社会への還元・有効性が認められること）

	


	６．「住宅省エネ化推進体制強化（全国レベルの体制強化）」における取組との連携体制の構築についての方策等

	（記載欄）


	７．受講生の受講料（負担金額）とその使途

	

	８．その他

	（記載欄）※本補助事業の実施内容について特筆すべきことがあれば記載。



注１：スペースが足りない場合は適宜追加すること。
注２：添付資料がある場合はその旨記載すること。
（別紙様式Ｄ）
経　費　内　訳　書
（住宅省エネ化推進体制強化に関する内容）
（単位：千円）
	事業に要する経費の総額
	

	経費内訳
	事項
	数量
	単価
	金額
	備考

	賃　　　金

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	報　償　金

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	旅　　　費

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	需　要　費

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	役　務　費

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	委　託　料

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	使用料及び
賃　借　料

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	負 担 金 等

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注１：本補助事業において、住宅省エネ化推進体制強化に関する取組を実施するために必要な経費の全ての額（消費税及び地方消費税額を含む）について記述すること。
注２：必要に応じて行、ページを追加すること。
経　費　内　訳　書
（住宅省エネ化推進体制強化以外の、地域における木造住宅生産体制強化に関する内容）
（単位：千円）
	事業に要する経費の総額
	

	経費内訳
	事項
	数量
	単価
	金額
	備考

	賃　　　金

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	報　償　金

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	旅　　　費

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	需　要　費

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	役　務　費

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	委　託　料

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	使用料及び
賃　借　料

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	負 担 金 等

	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


注１：本補助事業において、住宅省エネ化推進体制強化に加え、地域における木造住宅生産体制強化に関する取組の提案を行う場合は、本様式に当該取組を実施するために必要な経費の全ての額（消費税及び地方消費税額を含む）について記述すること。なお、地域における木造住宅生産体制強化に関する取組のみの提案は認めない。
注２：必要に応じて行、ページを追加すること。
別添参考
	項　　　目

	説　　　　　明


	賃　　　金

	事業執行のため直接必要な補助員等の賃金（ただし，本事業と直接関係しない事業主体の庶務，経理等の一般管理事務に従事する者を除く。）


	報　償　金
	事業執行のため直接必要な謝礼金等


	旅　　　費

	事業執行のための他県への出張，関係機関等との連絡等に必要な普通旅費及び非常勤職員の費用弁償


	需　要　費

	事業執行のため直接必要な以下の経費
文具費，消耗器材費等消耗品費，自動車等の燃料費，茶菓子・弁当等食糧費（学識経験者による打合せ等補助事業の執行上特に必要な場合），設計書，図書，報告書，帳簿等の印刷，製本代等印刷製本費，電気，水道，瓦斯等の使用料，同計器使用料等光熱水費並びに事務用器具,自動車，自転車等備品の修繕料及び木材等実技指導用の教材購入費等


	役　務　費

	事業執行のため直接必要な以下の経費
郵便，電信電話料及び運搬料等通信運搬費，物品保管料，倉庫料等保管料，物品取扱手数料，設計書，報告書, 教材テキスト等の筆耕料, 自動車損害保険料, 広告・宣伝費等


	委　託　料

	事業執行のため直接必要な設計，調査、広告・宣伝、人材育成等の委託料


	使用料及び
賃　借　料

	事業執行のため直接必要な自動車借上，会場借上，物品その他の借上等使用料及び賃貸料


	負担金等

	事業執行のため直接必要な負担金等，ただし，経常的会費等は含まない。
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